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連結株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

2021年４月１日 期首残高 1,617,800 3,672,201 15,265,074 △1,375,558 19,179,516

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △387,048 △387,048

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,301,680 1,301,680

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 914,632 ― 914,632

2022年３月31日 期末残高 1,617,800 3,672,201 16,179,707 △1,375,558 20,094,149

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2021年４月１日 期首残高 256,373 4,606 △20,251 240,728 383,360 19,803,605

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △387,048

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る
当 期 純 利 益 1,301,680

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額) 79,624 1,102 89,748 170,475 89,727 260,202

連結会計年度中の変動額合計 79,624 1,102 89,748 170,475 89,727 1,174,835

2022年３月31日 期末残高 335,997 5,709 69,496 411,203 473,088 20,978,441
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連 結 注 記 表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
⑴ 連結の範囲に関する事項
① 連結子会社の状況
連結子会社の数 ６社
主要な連結子会社の名称 クニマイン株式会社

川崎鉱業株式会社
関ベン鉱業株式会社
クニミネマーケティング株式会社
KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD.
TRANS WORLD PROSPECT CORPORATION

② 非連結子会社の状況 該当する子会社はありません。
⑵ 持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。
⑶ 連結子会社の事業年度に関する事項

連結子会社のうち、KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD.及びTRANS WORLD PROSPECT CORPORATIONの
決算日は12月31日であります。連結計算書類の作成にあたっては同決算日現在の計算書類を使用してお
ります。ただし、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

⑷ 会計方針に関する事項
① 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有 価 証 券

満期保有目的の債券…………償却原価法（定額法）
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

……………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 ……………移動平均法による原価法
ロ．棚 卸 資 産
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

ハ．デリバティブ
時価法
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② 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

…………………当社及び国内連結子会社は定率法
ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物及び構築物 ２～60年
機械装置及び運搬具 ２～14年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
…………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

ハ．リ ー ス 資 産…………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ
る場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

③ 重要な引当金の計上基準
イ．貸 倒 引 当 金…………………期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞 与 引 当 金…………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。

ハ．閉山費用引当金…………………ベントナイト原鉱石の採掘終了後における鉱山の閉山に係る費用の支
出に備えるため、閉山費用見込額に基づき、当連結会計年度末におい
て発生していると認められる金額を計上しております。

④ 退職給付に係る会計処理
国内及び海外連結子会社の一部は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
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⑤ 重要な収益及び費用の計上基準
当社グループは、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収
益認識会計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
30号 2021年3月26日。）を適用しており、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識して
います。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
セグメントごとの収益の認識基準は次のとおりとなります。

イ．ベントナイト事業…………主にベントナイト原鉱石を加工した製品の製造及び販売を行ってお
り、これらの製品の販売は、顧客との契約で定められている引き渡し
時点又は顧客が検収した時点で、当該製品の支配が移転して、当該履
行義務は充足されるため、当該時点で収益を認識しております。ただ
し、製品の国内の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客
に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認
識しております。収益は顧客との契約において約束された対価から、
値引き等を控除した金額で測定しております。取引の対価は顧客との
契約に基づき、履行義務を充足してから１年以内で回収しておりま
す。

ロ．ア グ リ 事 業…………主に農薬の受託加工を行っており、委託元の企業から預かった農薬原
体を当社工場にて加工し、農薬製品として委託元の企業へ引き渡して
おります。これらの受託加工は顧客が検収した時点で、当該製品の支
配が移転して、当該履行義務は充足されるため、当該時点で収益を認
識しております。収益は顧客との契約において約束された対価で測定
しております。取引の対価は顧客との契約に基づき、履行義務を充足
してから１年以内で回収しております。
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ハ．化 成 品 事 業…………主に精製ベントナイト、環境保全処理剤等の製品の製造及び販売を行
っており、これらの製品の販売は、顧客との契約で定められている引
き渡し時点又は顧客が検収した時点で、当該製品の支配が移転して、
当該履行義務は充足されるため、当該時点で収益を認識しておりま
す。ただし、製品の国内の販売については、出荷時から当該製品の支
配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時に
収益を認識しております。収益は顧客との契約において約束された対
価で測定しております。取引の対価は顧客との契約に基づき、履行義
務を充足してから１年以内で回収しております。

⑥ 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務及び満期保有目的の外貨建債券は、連結決算日の直物等為替相場により円貨に換算
し、換算差額は損益として処理しております。外貨建有価証券（その他有価証券）は、連結決算日の直
物等為替相場により円貨に換算し、換算差額は全部純資産直入法により処理しております。なお、在外
子会社の資産及び負債は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場に
より円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び非支配株主持分に含めて計上
しております。

⑦ 重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法………………繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理を行っております。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている契約
について、特例処理を行っております。なお、当連結会計年度末にお
いて対象としている取引はありません。

ロ．ヘッジ手段………………………為替予約取引等、金利スワップ
ハ．ヘッジ対象………………………外貨建債権債務（予定取引を含む）、借入金
ニ．ヘッジ方針………………………管理方針のもと、外貨建債権債務の範囲内において、為替変動リスク

をヘッジする目的で為替予約取引等を行っており、また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

ホ．ヘッジの有効性評価の方法……ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の
比率によって有効性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一の場合は、ヘッジの有効性の判定を
省略しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品

の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合には、出荷時点に収益を認識しております。また、有償支給取引については、当社が支給品を
買い戻す義務を負っている場合には、当該支給品に係る収益を認識しないものとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連
結会計年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに従前の取
扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当連結会計年度の期首より前までに
行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その
累積的影響額を当連結会計年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高が22百万円、売上原価が22百万円減少
しております。また、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基
準」(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる、連結計算書類への影
響はありません。
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３．会計上の見積りに関する注記
閉山費用引当金
⑴ 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額 581,718千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
① 算出方法
閉山費用引当金は閉山費用見込額を可採鉱量で除し、当連結会計年度までの累計採掘量を乗じた金額に
より計上しております。閉山費用見込額については、公共工事労務単価、環境緑化資材単価、燃料単価
等(以下、使用単価)を対象体積等に乗じることで算出を行っております。

② 主要な仮定
閉山費用引当金の算出において、対象体積の算出、可採鉱量の予測、使用単価などについて一定の仮定
に基づき決定しております。これらの仮定は過去の実績、物価変動等を考慮した最善の見積りと判断に
より決定しております。

③ 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
閉山費用引当金に関する決定は、見積りに関する不可避的な不確実性を伴い、複雑であるほか、特に使
用単価は、将来の市況や物価変動などの要素に応じて変化するリスクが高く、急激な市況の変化や物価
の変動が起こった場合には、当初見積りの変更が発生する可能性があり、翌連結会計年度に係る連結計
算書類において認識する金額に重要な影響を与える可能性があります。

４．追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）
新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響は概ね３年は続くとの仮定のもと、当連結会計年度末にお

いて、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
なお、当社グループへの影響に関しては、事業活動の停止等の重要な影響は生じておらず、今後もその状況

に大幅な変化はないものと仮定し、現時点では見積りに与える重要な影響はないと考えております。
しかしながら、同感染症による影響は不確実性要素が多いため、収束時期及び経済環境への影響が変化した

場合には、当社グループの財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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５．連結貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 17,787,582千円
⑵ 有形固定資産の減損損失累計額 21,201千円
⑶ 国庫補助金等による圧縮記帳累計額 44,462千円

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴ 発行済株式の種類及び総数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 14,450,000株 ―株 ―株 14,450,000株
⑵ 自己株式の種類及び株式数に関する事項
株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 1,548,395株 ―株 ―株 1,548,395株
⑶ 剰余金の配当に関する事項
① 配当金支払額等
2021年６月29日開催の第87回定時株主総会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 387,048千円
・１株当たり配当額 30.0円
・基準日 2021年３月31日
・効力発生日 2021年６月30日

② 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの
2022年６月29日開催の第88回定時株主総会において次のとおり付議いたします。
・配当金の総額 387,048千円
・配当の原資 利益剰余金
・１株当たり配当額 30.0円
・基準日 2022年３月31日
・効力発生日 2022年６月30日
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７．金融商品に関する注記
⑴ 金融商品の状況に関する事項
① 金融商品に対する取組方針
当社グループは、資金運用については、安全性及び流動性の高い預金・ＭＭＦ等の金融資産に限定し、
資金調達については、運転資金、設備投資資金とも銀行借入を基本とする方針であります。また、デリ
バティブについては、為替変動リスクや借入金の金利変動リスクを回避するために利用し、投機的な取
引は行わない方針であります。

② 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して、
当社グループは、与信管理規程に従い、各取引先の支払能力を定期的に判断して、取引先ごとに与信限
度額を設けており、債権事故が発生した場合の被害を最小限にするよう管理しております。
有価証券であるＭＭＦは、市場価格の変動リスクに晒されていますが、預金と同様の性格を有するもの
であり、実質的に元本の毀損のおそれがほとんどないものであります。
投資有価証券のうち、満期保有目的の債券は格付の高い債券を対象としているため、信用リスクは僅少
であります。また、株式は市場価格の変動リスクに晒されておりますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的にその時価を把握し、管理しております。
営業債務である買掛金は、そのすべてが１年以内の支払期日であります。
借入金のうち、短期借入金は主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は主に設備投資に係る資
金調達であります。このうち長期借入金は、金利の変動リスクを回避するため、固定金利での借入を基
本としており、変動金利の長期借入金は現在ありません。
デリバティブ取引は、外貨建ての取引（予定取引含む）に係る為替の変動リスクに対するヘッジを目的
とした為替予約取引等であります。その執行・管理については、取引権限を定めた金融市場リスク管理
規程に従って行っており、また、デリバティブの利用にあたっては、信用リスクを軽減するために、格
付の高い金融機関とのみ取引を行っております。
また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されておりますが、当社グループでは、各社が月次に資
金繰計画を作成する等の方法により管理しております。

③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。
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⑵ 金融商品の時価等に関する事項
2022年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり
ます。なお、「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「有価証券」に含まれるＭＭＦ及び「買掛金」に
ついては短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、記載を省略しております。

（単位：千円）
連結貸借対照表
計上額（※） 時 価（※） 差 額

⑴ 有価証券及び投資有価証券
①満期保有目的の債券 576,095 559,110 △16,985
②その他有価証券 827,934 827,934 ―
⑵ 長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含
む） (925,000) (924,956) △43
⑶ デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの ― ― ―
②ヘッジ会計が適用されているもの 8,229 8,229 ―

（※１）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（※２）市場価格のない株式等は、「⑴有価証券及び投資有価証券②その他有価証券」には含めておりません。

当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。
（単位：千円）

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 294,881
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⑶ 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベ
ルに分類しております。
レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価
レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した
時価
レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ
れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。
1．時価をもって連結貸借対照表に計上している金融資産

（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券
その他有価証券
株式 827,934 ― ― 827,934

デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていな
いもの ― ― ― ―
②ヘッジ会計が適用されている
もの ― 8,229 ― 8,229

資産計 827,934 8,229 ― 836,163
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２.時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び負債
（単位：千円）

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券
満期保有目的の債券
国債・地方債等 ― 98,110 ― 98,110
社債 ― 461,000 ― 461,000

資産計 ― 559,110 ― 559,110

長期借入金（１年以内返済予定
の長期借入金を含む） ― 924,956 ― 924,956

負債計 ― 924,956 ― 924,956

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式、国債、地方債等及び社債は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取
引されているため、その時価をレベル１の時価に分類しております。一方で、当社が保有している国債、
地方債等及び社債は、市場での取引頻度が低く、活発な市場における相場価格とは認められないため、そ
の時価をレベル２の時価に分類しております。
デリバティブ取引

店頭取引であり、公表された相場価格が存在しないため、取引金融機関から提示された価格等に基づき
算定しており、レベル２の時価に分類しております。
長期借入金（１年以内返済予定の長期借入金を含む）

これらの時価は、元金利の合計額と、当該債務の残存期間及び信用リスクを加味した利率を基に、割引
現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。
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８．収益認識に関する注記
⑴顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）
報告セグメント

合計ベント
ナイト事業 アグリ事業 化成品事業

売上高
鋳物 5,657,929 ― ― 5,657,929
土木 4,336,560 ― ― 4,336,560
ペット 693,698 ― ― 693,698
ライフサイエンス 78,096 ― ― 78,096
アグリ ― 2,720,956 ― 2,720,956
化成品 ― ― 1,770,193 1,770,193

顧客との契約から生じる収益 10,766,285 2,720,956 1,770,193 15,257,435

外部顧客への売上高 10,766,285 2,720,956 1,770,193 15,257,435
⑵顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
収益を理解するための基礎となる情報は「１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注

記等⑷会計方針に関する事項⑤重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
⑶当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
①契約資産及び契約負債の残高等
該当事項はありません。
②残存履行義務に配分した取引価格
当社グループにおいては、当初の予想契約期間が１年を超える重要な取引がないため、実務上の便法を適用
し、残存履行義務に関する情報の記載を省略しております。また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引
価格に含まれていない重要な金額はありません。
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９．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,589円36銭
⑵ １株当たり当期純利益 100円89銭
（注）１株当たり当期純利益の算定基礎は次のとおりであります。

連結損益計算書上の親会社株主に帰属する当期純利益 1,301,680千円
普通株主に帰属しない金額 ―千円
普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益 1,301,680千円
期中平均株式数 12,901,605株

10．重要な後発事象に関する注記
(自己株式の取得)
当社は2022年５月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自
己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。
⑴自己株式の取得を行う理由
経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため
⑵自己株式取得に関する取締役会の決議内容
① 取得する株式の種類
当社普通株式

② 取得し得る株式の総数
100,000株（上限）

③ 取得価額の総額
104,500千円（上限）

④ 取得の方法
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付

⑶取得日
2022年５月９日
⑷その他
上記の結果、当社普通株式97,000株（取得価額101,365千円）を取得いたしました。

（注）連結計算書類の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書
（2021年４月１日から2022年３月31日まで）

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計 利益準備金

そ の 他 利 益 剰 余 金
配当準備
積 立 金

研究開発
積 立 金

資源開発
積 立 金 別途積立金

2021年４月１日 期首残高 1,617,800 2,217,110 1,455,823 3,672,933 404,450 370,000 420,000 150,000 2,718,000
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当
当 期 純 利 益
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額 )

事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― ― ― ― ― ―
2022年３月31日 期末残高 1,617,800 2,217,110 1,455,823 3,672,933 404,450 370,000 420,000 150,000 2,718,000

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産
合 計

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計

そ の 他 有
価 証 券 評
価 差 額 金

繰延ヘッジ
損 益

評価・換算
差 額 等
合 計

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計繰 越 利 益

剰 余 金
2021年４月１日 期首残高 9,427,662 13,490,112△1,375,558 17,405,287 253,637 4,606 258,244 17,663,531
事業年度中の変動額
剰 余 金 の 配 当 △387,048 △387,048 △387,048 △387,048
当 期 純 利 益 1,174,170 1,174,170 1,174,170 1,174,170
株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額 )

80,586 1,102 81,688 81,688

事業年度中の変動額合計 787,122 787,122 ― 787,122 80,586 1,102 81,688 868,811
2022年３月31日 期末残高 10,214,785 14,277,235△1,375,558 18,192,410 334,223 5,709 339,933 18,532,343
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
⑴ 資産の評価基準及び評価方法
① 有 価 証 券

満期保有目的の債券……………償却原価法（定額法）
子 会 社 株 式…………………移動平均法による原価法
その他有価証券
市場価格のない株式等
以外のもの

…………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入
法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等 …………移動平均法による原価法
② 棚 卸 資 産 ……………………総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法）
③ デリバティブ………………………時価法
⑵ 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）
……………………定率法

ただし、1998年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）
並びに2016年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ
いては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物 ２～47年
機械及び装置 ２～14年

無形固定資産（リース資産を除く）
……………………定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期
間（５年）に基づく定額法によっております。

リ ー ス 資 産……………………リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取り決めがあ
る場合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

― 16 ―

2022年05月28日 10時55分 $FOLDER; 17ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）



⑶ 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金……………………期末債権の貸倒損失に備えて、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案
し、回収不能見込額を計上しております。

賞 与 引 当 金……………………従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち
当期の負担額を計上しております。

閉山費用引当金……………………ベントナイト原鉱石の採掘終了後における鉱山の閉山に係る費用の支
出に備えるため、閉山費用見込額に基づき、当事業年度末において発
生していると認められる金額を計上しております。

⑷ 重要な収益及び費用の計上基準
当社は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日。以下「収益認識会
計基準」という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第30号
2021年3月26日。）を適用しており、以下の5ステップアプローチに基づき、収益を認識しています。
ステップ１：顧客との契約を識別する
ステップ２：契約における履行義務を識別する
ステップ３：取引価格を算定する
ステップ４：取引価格を契約における履行義務に配分する
ステップ５：企業が履行義務の充足時に収益を認識する
セグメントごとの収益の認識基準は次のとおりとなります。

イ．ベントナイト事業…………主にベントナイト原鉱石を加工した製品の製造及び販売を行ってお
り、これらの製品の販売は、顧客との契約で定められている引き渡し
時点又は顧客が検収した時点で、当該製品の支配が移転して、当該履
行義務は充足されるため、当該時点で収益を認識しております。ただ
し、製品の国内の販売については、出荷時から当該製品の支配が顧客
に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時に収益を認
識しております。収益は顧客との契約において約束された対価から、
値引き等を控除した金額で測定しております。取引の対価は顧客との
契約に基づき、履行義務を充足してから１年以内で回収しておりま
す。

ロ．ア グ リ 事 業…………主に農薬の受託加工を行っており、委託元の企業から預かった農薬原
体を当社工場にて加工し、農薬製品として委託元の企業へ引き渡して
おります。これらの受託加工は顧客が検収した時点で、当該製品の支
配が移転して、当該履行義務は充足されるため、当該時点で収益を認
識しております。収益は顧客との契約において約束された対価で測定
しております。取引の対価は顧客との契約に基づき、履行義務を充足
してから１年以内で回収しております。
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ハ．化 成 品 事 業…………主に精製ベントナイト、環境保全処理剤等の製品の製造及び販売を行
っており、これらの製品の販売は、顧客との契約で定められている引
き渡し時点又は顧客が検収した時点で、当該製品の支配が移転して、
当該履行義務は充足されるため、当該時点で収益を認識しておりま
す。ただし、製品の国内の販売については、出荷時から当該製品の支
配が顧客に移転されるまでの期間が通常の期間であるため、出荷時に
収益を認識しております。収益は顧客との契約において約束された対
価で測定しております。取引の対価は顧客との契約に基づき、履行義
務を充足してから１年以内で回収しております。

⑸ 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務及び満期保有目的の外貨建債券は、期末日の直物等為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。外貨建有価証券（その他有価証券）は、期末日の直物為替相場に
より円貨に換算し、換算差額は全部純資産直入法により処理しております。

⑹ ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………………繰延ヘッジ処理によっております。

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等について
は、振当処理を行っております。
また、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている契約
について、特例処理を行っております。なお、当事業年度末において
対象としている取引はありません。

② ヘッジ手段…………………………為替予約取引等、金利スワップ
③ ヘッジ対象…………………………外貨建債権債務（予定取引を含む）、借入金
④ ヘッジ方針…………………………管理方針のもと、外貨建債権債務の範囲内において、為替変動リスク

をヘッジする目的で為替予約取引等を行っており、また、借入金の金
利変動リスクを回避する目的で金利スワップを行っております。

⑤ ヘッジ有効性評価の方法…………ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計を比較し、その変動額の
比率によって有効性を評価しております。ただし、ヘッジ手段とヘッ
ジ対象に関する重要な条件が同一の場合は、ヘッジの有効性の判定を
省略しております。
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２．会計方針の変更に関する注記
(収益認識に関する会計基準等の適用)
「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該
財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。
なお、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、商品又は製品

の国内販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間
である場合には、出荷時点に収益を認識しております。また、有償支給取引については、当社が支給品を
買い戻す義務を負っている場合には、当該支給品に係る収益を認識しないものとしております。
収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに
従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当事業年
度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。
ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに従前の取扱い
に従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりません。
また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、当事業年度の期首より前までに行わ
れた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積
的影響額を当事業年度の期首の利益剰余金に加減しております。
この結果、従前の会計処理と比較して、当事業年度の売上高が10百万円、売上原価が10百万円減少して

おります。また、利益剰余金の期首残高に与える影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)
「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」
(企業会計基準第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準
等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用しております。これによる、計算書類への影響はあり
ません。

３．会計上の見積りに関する注記
閉山費用引当金
⑴ 当事業年度の計算書類に計上した金額 88,371千円
⑵ 識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報
⑴の金額の算出方法、主要な仮定及び翌事業年度の計算書類に与える影響については、連結注記表「３.会計
上の見積りに関する注記」の内容と同一であります。
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４．追加情報
（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響に関する仮定）
新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済への影響は概ね３年は続くとの仮定のもと、当事業年度末におい

て、繰延税金資産の回収可能性などの会計上の見積りを行っております。
なお、当社への影響に関しては、事業活動の停止等の重要な影響は生じておらず、今後もその状況に大幅な

変化はないものと仮定し、現時点では見積りに与える重要な影響はないと考えております。
しかしながら、同感染症による影響は不確実性要素が多いため、収束時期及び経済環境への影響が変化した

場合には、当社の財政状態や経営成績に重要な影響を及ぼす可能性があります。

５．貸借対照表に関する注記
⑴ 有形固定資産の減価償却累計額 14,696,467千円
⑵ 有形固定資産の減損損失累計額 21,201千円
⑶ 次の関係会社について、仕入先からの債務に対し、次のとおり債務保証を行っております。

KUNIMINE(THAILAND)CO.,LTD. 34,993千円
⑷ 関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権 60,421千円
長期金銭債権 201,989千円
短期金銭債務 127,438千円

⑸ 国庫補助金等による圧縮記帳累計額 44,462千円
⑹ 取締役及び監査役に対する長期金銭債務
長期未払金は、2008年６月27日開催の第74回定時株主総会において承認可決された取締役及び監査役の
退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給にかかる債務であります。

６．損益計算書に関する注記
関係会社との間の取引の明細
営業取引高
売上高 270,183千円
仕入高 1,249,267千円
その他の営業取引高 35,364千円
営業取引以外の取引高 12,480千円
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７．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,548,395株

８．税効果会計に関する注記
⑴ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産
長期未払金 73,491千円
賞与引当金 40,387千円
未払事業税及び未払事業所税 26,306千円
閉山費用引当金 23,334千円
棚卸資産評価損 9,551千円
資産除去債務費用 8,530千円
環境対策費用 325千円
減損損失 318千円
貸倒引当金 26千円
その他 12,475千円

繰延税金資産小計 194,747千円
評価性引当額 △23,334千円
繰延税金資産合計 171,412千円
繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △147,364千円
その他 △2,519千円

繰延税金負債合計 △149,884千円
繰延税金資産（△負債）の純額 21,528千円

⑵ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、
当該差異の原因となった主な項目別の内訳
法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間の差が、法定実効税率の100分の5以下であ
るため、記載を省略しております。
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９．収益認識に関する注記
(顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報)
「１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 ⑷ 重要な収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであり
ます。

10．１株当たり情報に関する注記
⑴ １株当たり純資産額 1,436円44銭
⑵ １株当たり当期純利益 91円01銭
（注）１株当たり当期純利益の算定基礎は次のとおりであります。

損益計算書上の当期純利益 1,174,170千円
普通株主に帰属しない金額 ―千円
普通株式に係る当期純利益 1,174,170千円
期中平均株式数 12,901,605株

11．重要な後発事象に関する注記
(自己株式の取得)
当社は2022年５月６日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用さ

れる同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得すること及びその具体的な取得方法について決議し、自
己株式の取得を以下のとおり実施いたしました。
⑴自己株式の取得を行う理由
経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため
⑵自己株式取得に関する取締役会の決議内容
① 取得する株式の種類
当社普通株式

② 取得し得る株式の総数
100,000株（上限）

③ 取得価額の総額
104,500千円（上限）

④ 取得の方法
東京証券取引所の自己株式立会外買付取引（ToSTNeT-3）による買付

⑶取得日
2022年５月９日
⑷その他
上記の結果、当社普通株式97,000株（取得価額101,365千円）を取得いたしました。

（注）計算書類の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

― 22 ―

2022年05月28日 10時55分 $FOLDER; 23ページ （Tess 1.50(64) 20201224_01）


